




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































男 男計 女 計 女 男 女計 男 女 計
151 1,663 1,078 585 540 130 557 406 331 209 378 248 総 数
(100.0)'（100.0)'（100.0)'（100.0)'（100.0】（1000)'（100.0)'（100.0)'（100.0)Ｉ（100.0)Ｉ（100.0）（100.0）
3４ 139 3６ 103 1６ 4９ 1５ 5４ 1９ 3５ 2８ 1２ ５０～５９歳
（8.8)Ｉ（3.7)'（22.5)'（8.4)'（3.3)'（17.6） （10.0)'（5.7)'（16.8)'（7.4)'（4.8）（12.3） 
267 3５ 9８ 6９ 2９ 427 160 201 125 7６ 8８ 5３ ６０～６４ 
（25.7)'（24.8)'（27.4） （23.3)'（21.4）（26.9） （17.6)'（17.0)'（19.2） （37.2】（37.8） （36.4） 
342 3３ 3２ 506 164 5８ 9２ 5９ 167 135 160 102 ６５～６９ 
(27.8)'（24.3)'（23.8)'（25.4） （３００)'（33.3)'（21.2） （30.4)'（31.7)'（29.6)'（29.6)'（30.8） 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1981年 1986年項 86／8１ 目
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１，０６４ 
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（2.1） 
３８ 
（0.3） 
65,015 
(100.0） 
４７１ 
（0.7） 
56,551 
（87.6） 
４，７７９ 
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4．５０ 
３．１８ 
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２．２６ 
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会費
事業収入
補助金
|政需〃
借入金
３，１８９ 
１，３００ 
（2.0） 
１，９１３ 
（2.9） 
2．９９ 
４．３３ 
50.3 その他
率を現行の７～10％からもっと高率になる方法もある。しかし，それでは
前述のように受注が減少する可能性が濃い。会員には個人1,200円，企業
2,000円の年間会費を課しており，事務局職員数屯抑えているので，内部努
力で内部留保をふやすことはそろそろ限界にきている。したがって，さし
あたり資金状況を改善するためには公的補助を増額するしかないのである。
(4)今後の課題
今後重視する課趣として，(1)「会員増強｣，(2)「受注開拓｣，(3)「独自事
業」を事務局では指摘している。これらの内容については，これまでの考
察からも十分に想像できるが，なお，二，三の点について追加しておこう。
会員増強と受注開拓
まず「会員増強」については，前述のように地域の需要を充たせるよう
な職種に焦点を合わせているわけだが，そのぱあい注目されるのは，６０歳
代後半を中心にしようとしていることである。当面は，とくに円高不況下
6１ 
で高齢者の供給過剰がいちじるしく，表８のように60歳代前半の入会者が
多い。しかし，地域での需給関係が悪くても大都市の近郊なので通勤可能
であり，地域のシルバー人材センターとしては本格的な職業からり|返し始
める年代層を中心に贈強しよう，というのである。
つぎに「受注開拓」については，前述のような希望職種などをそのまま
基準とするというわけにはいかないとしても，ある程度は会員の希望を充
たさせなければならない。その際，もっとも大きな課題は質的な課題より
も「仕事」そのものをふやす，という量の問題だろう。それなしには，前
述のように一部の会員は就業度が高いが，多くの会員の就業日数は短か過
ぎるという問題は解決できないからである。そのぱあい「受注開拓」先と
して，とくに民間部門に力点を置いている。公共部門の仕事は一定程度受
注しておかないと社会的な信頼がえにくいが，量的拡大としては民間部門，
とくに家庭をねらっている。現在までのところ，契約金額ベースで民間事
業中の家庭比率はわずかに12％でしかないが，企業と半々くらいまで拡大
しようとしている。そのために，とくに障子・ふすま・畳の張り替え，庭
木の植込み・剪定，空地などの除草などの受注のＰＲに力を入れているの
である。とくに公共事業などにくらべると一件当たりの受注額も小さく，
また会員側でも家庭にいくといちいち仕事がふられるというような気遅れ
も多く，問題も多いが，潜在的需要が多いので，とくに技能研修でも力を
入れているのである。
独自事業などと公共助成の課題
最後に「独自事業」については，前述の福祉工場のほか，このセンター
ではこれまでさまざまな工夫を試ゑてきている。例えば，市民まつり，農
業祭，センタープールまつりなどで表札書きのいわば実演販売を試永たり，
会員の製作によるまな板，すのこ，ちゃんちゃんこ，しめ縄などを販売し，
好評を博している。その際，例えばしめ縄にはもち米の稲藁が必要であり，
それを遠方と連絡をとって入手したりする工夫が必要だし，販売できるだ
けの品質を維持できる技能が必要である。そうしたアイデアなどは事務局
６２高齢者事業団の二つの類型
や会員間でいくらでも出させるとして，このセンターの最大の悩承はそう
した製作を行なう場所がえられないことである。地価が高い近郊都市の大
きな問題点なのだろう。このﾉｌｊは公共的に処理するか，あるいは営業実績
を上げていくなかで自主的に解決していくしかない。
このセンターとしては，できるだけ自主的に解決しようとしているが，
事務局の承るところこれまでの公共的助成はそれ自体としてのメニューを
持っており，必要ともしない分野に補助金が支給されて困っているセンタ
ーがある反面，このセンターのように自主的なアイデアにもとづいて事業
を拡大してきているなかで，助成が必要なのに補助金があたえられない，
というディレンマに陥っている，というのである。しかも，８６年から労働
省の補助金は市を通して支給されるようになったので変化しつつあるが，
これまでは直接支給だったので，市役所の認識がきわめて不十分だった。
したがって，センターが自主的に問題の解決に当たるのがあくまでも基本
だとしても，政策的価値が認められれば，公共的助成がそれをバックアッ
プすべきなのだろう。
４．こつの類型の展望
二つの事業団の特徴
これまで考察してきた関西の二つの事業団は，いずれも40～50万人の近
郊都市に立地しているが，住宅地帯としても工業地帯としても成熟段階に
達しているので，人口の高齢化は全国の都市を上回る水準にすでに達して
いる。一つの高齢者事業団が地域独占を許さないのは関西スタイルかも知
れないが，その背後にはこうした高い高齢化水準が大きな要因の一つにな
っているに違いない。そうした状況のなかで，二つの事業団のつぎのよう
な特徴がとくに注目される。
まず，Ｎｍ市高齢者雇用福祉事業団は，失対･事業の縮小に対する全日自
労の対応として全国で始めて協同組合思想にもとづく任意団体として設立
された。他に競合団体が設立されたため，会員は250人余りに止まるが，
6３ 
就業率はシルバー人材センターにくらべてきわめて高く，ほぼ全員で２．７
億円余りの事業収入を上げ，Ｗｉｊ利厚生費を別にしても，一人当たり年平均
100万円近くの賃金収入をえている。ここにも示されているように，この
事業団では日雇い雇用保険などの適用も受け，会員の雇用そのものを保障
しようとしている。しかし，他の雇用福祉事業団が公的補助金に頼らず，
独立採算の経営を維持するために，中年層も入会させ，事業の生産性を上
昇させてきているのに対し，この事業団では60歳以上の高齢者に会員を限
定している反面，事業収入の９％に相当する市の補助金をえている。その
点で，全日自労系として設立されながら，他の雇用福祉事業団とは異なり，
より普遍的な市民団体として発展してきている，とみなければならない。
それに対し，Ａｓ市シルバー人材センターは労働省の補助開始とともに
市役所の主導のもとでまったく新しく設立された。しかしながら，前述の
ような経過のなかで，行政離れした独自の発展を示し，６年間に会員が
1,700人を超え，９０％を上回る就業率を維持し，年間５億円を優に超える
事業収入を上げるほどに急成長してきている。そのなかで，一人平均の配
分金は課税最低限ぎりぎりの30万円に止まるが，冒頭でもふた全国平均を
大きく上回っている。またそのために，市と労働省の補助金は事業収入の
8.5％に止まるほど縮小してきており，Ｎｍ市の高齢者雇用福祉団を上回
るほどの補助効果を示している。その結果，全日自労系の競合事業団を抑
えると同時に，高|蛉者の無料職業紹介を行なっている機関などの〃お役所
仕事〃を食うような影響も及ぼしている。さらに，Ｎｍ市の雇用福祉事業
団にくらべて就業日数こそ異なるが，このセンターではとりわけ就業率が
高いことが注目される。それは徹底した未就業対策の成果でもあると同時
に，個人会費年額1,200円に達し，Ｎｍ市雇用福祉事業団の月額2,000円
とはくらべるべくしない－減額制度もある－が，他のシルバー人材センタ
ーが年額500円ほどに止まっているにくらべてかなり高い，とゑてよい。
このことが会員の就業意欲を刺激しているのも関西風なのだろう。
事業と組織の問題点
６４高齢者事業団の二つの類型
このように発展の目覚しかった両事業団ではあるが，最近は円高不況だ
けのせいではなく，事業の伸びが鈍ってきているように糸える。両事業団
とも「就業の希望にそえる適当な仕事が少ない｣，さらに「会員の経験，能
力が生かされない」と同時に「技能者の不足」という職種ミスマッチなど
が承られる。Ｎｍ市の事業団のばあいは，清掃・除草などの軽作業や施設
管理を中心としており，家庭への進出が思うようにいかないと同時に技能
職の不足に突き当っている。他方，Ａｓ市のセンターのぱあいは，施設管
理と軽作業を中心としており，技能職の不足とともに専門・技術などの受
注不足の壁に妨げられつつある。
こうした問題点にはすでに考察したようにさまざまな対応が考えられる
が，それ以上に重要な問題は，両事業団が抱えている組織・運営上の問題
だろう。Ｎｍ市の事業団のぱあいは，失対退職者だけでなく，一般の高齢
者がより多く入会するようになると，理事会を始め，職域班の活動も，か
つての手作りの熱気がしだいに失われ，事務局への依存を深め，単なる雇
用や厚生に後退し，自主的な福祉活動が衰退してきているのである。それ
は，実直で柔軟に事態に対応してきている事務局長に率いられた事務局の
充実を反映してもいるが，会員の大衆化に応じて事業がかならずしも悪い
意味ではなく官僚化してきたディレンマを意味するのだろう。これに対し，
Ａｓ市のセンターの理事会は，Ｎｍ市の事業団の理事会が職域代表を中心
として構成されているのと異なり，地域の名望家を中心として構成されて
いる。そうした性格の変革がなされないまま，ここでも事務局主導の体制
が定着してしまったのである。かなり自由な発想でさまざまなアイデアを
実現していく事務局長に象徴される事務局の存在なしに，今日までのセン
ターの発展は考えられないだろう。しかし，事務局主導のもとでの事業の
急成長は，「会員の自主的な運営が不十分」というディレンマに陥らざる
をえなかったのだろう。
こうした体制のあり方は，事業が伸び切りつつある現局面でその見直し
が求められている。Ｎｍ市の事業団のぱあいは，いままでのような競合相
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手とは異なり，行政主導のシルバー人材センターが設立されようという状
況のなかで，事業団としてのサバイバル戦略を練らねばならないときに，
事務局としての経常的な業務に追われ，手不足な状態に陥っている。他方，
Ａｓ市のセンターの方は，事業では見積りを行なったり，趣味活動では自
主的に運営されたりする成果は上ってきているが，「会員全体が参加する
民主的な組織となっていない」状態を改革するために，地域班の下部組織
を細分化し，とくに全員の相談業務を制度化する，という取り組みが開始
されている。だが，その相談も事業活動を中心としており，しかもその方
法も事務局主導の上らかの取り組糸に止まっている。
こうした事例は，特定の地域の個々の事業団のケースには違いないが，
これまで考察してきたように，より普遍的な二つの類型そのものとしての
展望を示唆している。
二つの類型の展望
まず，Ａｓ市センターのぱあいは，高齢者雇用安定法の規定による－市
一センター体制のもとで，事業活動が急拡大し，会員も1,700人を超える
ほど大型化し，しかも事務局主導で就業率が90％も上回るほどの成果を上
げた反面，量として大衆化した「会員全体が参加する民主的な組織となっ
ていない」というう大きな問題に当面している。地域班を媒介とした「会
員全体」への働きかけは注目すべき試永ではあるが，行政によって設立さ
れたセンターの事務局による，いわば上からの活動という性格は，とても
拭い切れないだろう。「会員全体」の「参加」といい，「民主的な組織」づ
くり，「自主的な運営」といい，決して容易なことではないだろうが，受
託事業の拡大に劣らぬ事業活動そのものなのである。
それに対し，Ｎｍ市の事業団は失対退職者の雇用保障のための組織とし
て設立されたのを，一般の高齢者市民が入会し，質として大衆化し，Ａｓ
市のセンターと同様に事務局主導で競合する事業組織を圧倒するほど事業
が発展し，市当局の補助も増大した段階から「会員の自主的な運営が不十
分である」という事態に逢着しなければならなくなった。しかも，時屯時，
６６高齢者事業団の二つの類型
全日自労系の中高年雇用福祉事業団全国連合会が15年間の経験を踏まえて，
1987年の大会で向こう２年間に事業額と団員を倍増させ，１万人以上の団
員で150億円の事業を上げるという方針を決定した。それに対し，Ｎｍ市
の事業団はより市民的な高齢者そのものの雇用保障の組織として独自の変
革を試承ようとしているのである。
Ａｓ市のセンターは，今後，理事会を始めとして組織と運営の改革を課
題とすることになるだろうが，前述のような税制や補助金の制約などを超
えて，もっと自由な事業活動や内部留保の蓄積が制度的に保障されなけれ
ばならないだろう。そのぱあい，冒頭でも触れた今回の立法による「臨時
的かつ短期的な雇用」の就業紹介などという業務設定の改革も，当然，必
要だろう。というのは，Ａｓ市のセンターなどが現実に経験しているよう
に，－週間程度の「臨時的かつ短期的な雇用」の紹介は企業側でも高齢者
側でもあまり求めておらず，もっと長期的・'恒常的な高齢者雇用の紹介で
なければ成果が上らないからである。またそうでもなければ，多くの公共
職安の限界を補完することにもならないからである。
さらにＡｓ市のセンターでは，労働省からのＡクラスの補助金とその
二倍の市からの補助金を合計しても，事業収入に対する比率はＮｍ市の
事業団に対する補助率よりも低くなっている。それだけ事業活動が拡大し
たわけだが，こうした事態は公的補助から自立化の方向を示唆している。
しかし，現状ではむしろ補助制度の欠陥が生承だした，見せかけの現象に
過ぎない。というのは，１，０００万円以下の少額補助金を行政改革でカット
されたため，最小ランクが1,000万円以上に増額され，消化できないよう
な小規模センターの補助率が不当に高まり，据え置かれた最大ランクＡの
大規模センターの補助率が低まったに過ぎないからである。それならば必
要に応じて広域調整する方法もあるが，そのぱあい，Ａｓ市センターに事
業拡大の余地がすでにないのならば，それなりの均衡であり，財政的自立
化のあり方を示す，とゑてもよい。しかし，現実にＡｓ市センターのよう
に事業開拓力に恵まれており，前述のような独自事業や受注・会員増強な
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どに取り組永つつあり，まだ十分に熟していないぱあいは，より大規模な
スケールでの自立化に向けて，もっと自由な公的助成の展望があたえられ
るべきだろう。今回は労災保障もレベルアップされたが，雇用保障とは別
箇の就業を追求する以上，レベルアップする対象がもっと吟味されねばな
らないだろう。
というのは，Ａｓ市センターへの入会率でさえ，地域の高齢者のまだ３
％に達していない現状からふて，本格的なビジネスとしての産業と雇用の
いわば隙間にシルバー人材センターが組織するような高齢者の任意な就業
のもっと拡大する余地が大きく残されているからである。これに対し，こ
うした高齢者の随意の就業ではなく，高齢者のれっきとした再就職やそれ
に近いような雇用機会の開発も追求されるべきだろう7)。しかも，高齢者
の再就職が難しくなればなるほど，それを補完するような高齢者の雇用保
障が社会的に要請されることになる。現にそうしたニーズは人材派遣会社
などによって充足されつつある。また，前述のような労働者協同組合方式
の充足も，一定の政治的な思想や運動に束縛されない限り，まさに〃民
活〃タイプの有効な方法だろう。それと同時にＮｍ市の事業団が展望し
ているような第三セクター方式もまた，有意義な選択だろう。そして，す
でに関西などで自然と試行されているように，いろいろなタイプの高齢者
事業団などが競争し，補完し合うような将来展望もえられるだろう。
7）この点に関して，５０～74歳の都民を対象とした私どものアンケート調査で
は，再就職・転職の希望が30％を超え，そのなかには，常用雇用，３５％パート
・フレックスタイム雇用39％，高齢者事業団での任意就業10％などの希望が含
まれている（東京都労働経済局「東京の高齢者就業の実態と対策に関する調
査』1986年を承よ)。
